様式第１号（第７条関係）
令和　
年　　月　　日
島根県知事　　　　　　　　様
	申請者住所
	

	申請者名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	

	担当者氏名
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　
　　　　　　　　　　　
令和　年度ＩＴ人材移住促進補助金交付申請書
　　ＩＴ人材移住促進補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。
	補助対象経費総額
	円

	補助金交付申請額
	円

	対象事業の着手年月日及び完了年月日
	（着手）
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	（完了）
	　　　　　　　年　　　月　　　日


添付書類
1 事業実績書（様式第２号）
2 申請者が法人の場合にあっては登記事項証明書（現在事項全部証明書）又は個人の場合にあっては個人事業の開廃業等届出書の写し
※登記事項証明書は発行後６箇月以内のものとする。また、写しも可とする。
3 雇い入れたＵＩターン者の雇用保険及び健康保険に加入したことを証する書類の写し
4 雇い入れたＵＩターン者の労働条件通知書又は雇用契約書の写し
5 雇い入れたＵＩターン者の住民票の写し（世帯全員記載のもの）又は内定日以前に県外に在住していたことを証することができる書面
6 雇い入れたＵＩターン者を３箇月以上雇用したことを確認することができるもの（出勤簿の写しなど）
7 事業所における他県（一般的な勤務圏内を除く）に居住しながらテレワークでの勤務を可能としている制度及び入社支度金等の規定内容を確認できるもの（就業規則、従業員等採用規程、採用募集要項、求人票等）
8 収支決算書（様式第３号）
9 入社支度金等支給及び受領確認書（様式第４号）
10 誓約書（様式第５号）
11 その他知事が必要と認めるもの
様式第２号（第７条関係）
令和　
年　　月　　日
島根県知事　様
	申請者住所
	

	申請者名称
	

	代表者氏名
	


　　　
事業実績書
下記記載事項については、事実と相違ありません。

記
１．申請者の概要
	雇い入れた事業所
（島根県内）
	所在地
	　島根県
	事業所名
	

	
	事業内容
	

	他補助金等受給状況
	□当補助金の対象経費を対象とする国、地方公共団体、独立行政法人等の他の公的補助金の受給をしていない又は受給しない


２．雇い入れたＵＩターン者の概要
	
	（１）
	（２）
	（３）

	氏名
	　
	　
	　

	現住所
	島根県

	島根県

	島根県


	転入前の住所
	
	　
	　

	雇用決定（内定）日
	　　年　　　月　　　日
	　　年　　　月　　　日
	　　年　　　月　　　日

	雇用開始日
	　　年　　　月　　　日
	　　年　　　月　　　日
	　　年　　　月　　　日

	島根県に住所を定めた日
	　　年　　　月　　　日
	　　年　　　月　　　日
	　　年　　　月　　　日

	島根県に転入した人数等
	□ 単身 ・ □ 世帯
	□ 単身 ・ □ 世帯
	□ 単身 ・ □ 世帯

	事業所の代表者及び役員との関係
	□ 事業所の代表者及び役員との婚姻・一親等以内の親族関係無し

	他補助金等受給状況
	□当補助金の対象経費を対象とする県の他の補助金（島根わくわく生活実現支援事業等）を受給していない又は受給しない


３．補助対象経費区分
	補助対象経費区分
	□引越業者に支払った費用（梱包、運送、開梱等に係る費用）
□レンタカー業者に支払った費用（引越荷物の輸送に適した車(トラック、ワンボックス等)の借上げに係る費用）
□宅配業者に支払った費用（引越荷物の宅配に係る費用）
□その他費用（　　　　　　　　　）


様式第３号（第７条関係）

令和　
年　　月　　日
収支決算書
１　収入の部
	項目
	金額
	積算根拠
	備考

	県費補助金
自己資金

その他
	円
円
円
	
	

	合計
	円
	
	


２　支出の部
	項目
	金額
	積算根拠
	備考

	
	円
円
	
	

	合計
	円
	
	


様式第４号（第７条関係）

令和　
年　　月　　日
入社支度金等支給及び受領確認書
　　　　　　
島根県知事　様
　金額　　　　　　　　　　　円　
　　　　　　　　上記金額を正に支給及び受領いたしました。
　　　　　　　　
	住所
	

	名称
	

	代表者氏名
	


支給者（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
受領者（ＵＩターン者）
	住所
	

	氏名
	


　　　　
様式第５号（第７条関係）

令和　
年　　月　　日
島根県知事　様
	申請者住所
	

	申請者名称
	

	代表者氏名
	


誓　約　書
　ＩＴ人材移住促進補助金交付要綱第５条の規定に基づき、補助金の交付申請をするにあたり、下記の事項について誓約します。
記

1 当補助金の対象経費を対象とする国、地方自治体、独立行政法人等の他の公的補助金と重複して申請していないこと及び申請しないこと。
2 入社支度金等の制度導入後、複数年度継続すること。
3 他県（一般的な勤務圏内を除く）に居住しながらテレワークでの勤務を可能としていること。
4 島根県税の未納がないこと。
5 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項及び第５項の規定に該当する営業を行う事業者でないこと。また、これらの営業の一部を受託する営業を行う事業者でないこと。
6 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させている事業者でないこと。
7 当該事業申請日、又は補助金交付決定日の時点で破産、精算、民事再生手続き若しくは会社更生手続開始の申立てがなされている事業者でないこと。
